








当研究 所が満5年 を迎えた 。そ して、その記念の シンポジウム 、懇親会 も盛会であ った 。開催 に
当た り苦 労 して頂いた多 くの方 々、お忙 しい ところ参 加 して頂 いた皆様 に改めて感謝 申 し上げたい 。
特 に、公 務多忙 の折 に も拘 らず江 田大 臣、乾政務次官 を初 め元大 臣、政務次官の ご参加 を得た こと
は大 きな感激であ った 。
ところで 、今 日まで多 くの優れ た先輩達 が残 した調査研究の実績 、シンポジウム 、国際会議等 を
通 じてNISTEPの ブ ラン ドも随分広 ま り、また 、一定の評価 も得 られ るよ うにな って来 た と思
う。そ して、そ の結果が今回の シンポジウムの盛会 とな った と考え られる。
さて 、満5年 を迎え 、今やテ イクオフ したNISTEP号 の行方は?
この5年 間に色 々なルールが敷かれて来 た し、それな りに歴史 も生 まれて来 ている。 しか し、一方
で は今 までの延長上を走れば 良い とす るマ ンネ リも見 え始めたよ うに感 じられる。この辺で 、自由
な発想の もとに大胆なテーマを探 求 したいもの だ。そ して 、そのテーマの実施 に当た っては既存の
グループ体制 にこだわ る事な くプ ロジ ェク トチ ームを臨機応変 に組 んで臨 むべ き と考え る。
今後 、皆 さん と共 に大いに議論 を重ね 、新 しい飛躍の基礎造 りを したい と思 っている 。









当研究 所主催 によ り、平成5年11月24日(水)、 日本海運倶楽部会議場(千 代田区平河 町)
において 、 「転換期 における科学技術政策」をメ インテーマ に 、創立5周 年 を記念 した シンポジウ
ムが開催 された 。
この シンポジウムには 、定 員100人 を はるか に上 回る参加 申込みがあ り、当 日の会場 は 、座席
数 を倍 に増や して も座 る余地が ない程の盛 会であ った。 まず 、坂 内所長が 開会挨拶を行 ったあ と、
江 田科学 技術庁 長官か ら、本 シンポジウムが開催 され るあた り、当研究所 の研究成=果に対 し、 「我
が国の科 学技術行政 を預かる大 臣 として大 きな期待を している」 とのご挨拶 を頂いた 。引 き続 いて 、


















シンポジウム終 了後 、当研究所会議室 に場所 を移 し、 「創立5周 年記念懇親 会 」を開催 した。各
界か ら多数 の方 々が 出席 された懇親会では 、開会 にあた り、坂 内所長が 「当研究 所も5周 年 を迎 え 、
今 本格 的テイクオフの時期 と考え 、政策的 にイ ンパ ク トをもた らすテーマ に取 り組 みたい」 と、こ
れか らの抱負 を述べたあ と、江田科学技術庁長官か らは当研究 所の英語略 名 に関 し、rNISTE
P(ナ イスチ ップ)と いうそ うですが 、rネ クス トステ ップ』 をrナ イスチ ップ』 で 『ニ ュー スチ
ップ』 に作 り上げ るとい うことで 、皆 さん の協力で大 き くお育 ていただ きたい」 とのご挨拶 を頂い
た 。つづ いて 、森科学 技術会議議 員よ り、当研究所 に対 し、 「科学技術会議で は、身近 な ところに
シ ンクタ ンクがあるよ うな もので 、心強 く思 っています」 との乾杯 のご挨拶 を頂 き、終 始和やかな
雰 囲気の なかで懇親会 が行わ れた。
○科学技 術政策研究所5周 年記 念シ ンポジウム発表 内容の概要
1.日 本型技術 革新 システム につ いて 一製品開発段 階 にお ける技術知識 の動態一
この報告 では 、国際 的な注 目を集めている 日本的技術革新 システムの特質を 、技術 革新を 「知
識創造 」のプ ロセ ス として把握す る視点か ら明 らか にした 。競争優位の源泉を説明す るため に米
国で創 称 され た 「コア ・コンビタンス」等 の概念を検討 した後 、知識社会 における企業 の コア ・
コンビ タンス(核 能力)は 組織 的な知 の創造 に求め られ ることを説いた。 また、知識 は暗黙知 と
形 式知 のダイナ ミックな相互循 環の過程 で創 造 され る とする組織 的知識 創造モ デル を概説 し、続
いて 、日本企業 の製品開発活動 を対象 としたア ンケー ト調査デー タの解析 に基づ き、組織モデル
が 、収益性 、効率 、対応能力の 向上等 の多様 な開発パ フ
ォーマ ンスに帰結す る特性を保 有 しているこ とを検証 し
た。本報告 を通 じて 、技術革新 を持続的 に生み 出 してい
くため には、資源 と しての技術知識 の存在 に加 えて 、こ
れ を拡大 ・増殖 してい く組織的なダイナ ミクスが重要で




2.科 学 技術指 標 について 一最近 の 日本の科 学技術の現 状一
科学 技術 の状況を体 系的に示す 「科学技術 指標」 に関 して 、当研究所 におけ る最近 の成果 につ
いての3件 の発表 を行 った。
まず 、丹羽 よ り科学技術指標 に関する概説 と して 、我が国 にお ける開発の経緯 、世 界の動向お
よび現 在 、実施 している指標の改訂の特徴 について報告があ った 。
次に 、西潟 よ り特定分野 の指標の例 と して 、科学 技術人材の育成状況 を示す 指標お よびそれに
基づ く分析が報告 され、近年 、 「青少年層の理工 系離 れ」が懸念 されてい るが 、この 問題 に関す
るよ り正確 な議論の一助 となる ような指標が 提示された。続いて 、富澤が科学技術指標改訂 の具
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体的な 内容 について 「経済成長 への
寄与」 、 「人材の国際交流」 、 「技
術貿易」等七つの具 体的な指標 の紹
介および 、この度 、初めて開発 を試











いるこ とを報告 した後 、具 体的な研究
内容の紹介 と して 、 山本が地 域の産
業構造の分析 に関す る研究 、吉 澤が 日
本及び世界のサ イエ ンスパ ー ク ・イ ノ
ベー シ ョンセ ンター に関す る研 究 につ










方が 日本に比べ てバ ラツキが大 きいこと、③ 社会 、経済等の 背景 の差の反映
か ら、個別分野 、個別の課題 については差の生 じているもの も認め られ るこ
と等 を明 らか に した 。さらに、技術開発推進 に当た っての阻害要因の分析結
果 として、 日本の場合基礎研究領域 において 、資金 、人材が ドイツの場 合よ
り大 きな問題 として認識 されて いるとい う知 見を報告 した。
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・科学技術 に対す る社会の意 識について一世論調査か ら人 々の意識 を探 る 一(2G)No ,2
・科学技術 と社会 に関する世 論調 査 につ いて(2G)23
・日 ・米 ・欧 における科学技 術に対す る社会意識 に関す る比較 調査i結果(2G)46
・科学技 術史観 の認識 論的基礎 一知識創造 と 日本の技術革新 ・研究序説 一(1研/2研)54
2.技 術 動向
・材料 の合理 的利用 に関す る調査研究 について(4G)
・特許 出願 か らみた産業別研究開発の動向(2研)
・未来予測へ のフ ァジィ理論 の応用(2G)
・バ イオテ クノロジー の実用化の課題 について(4G)











































4.研 究 開発体 制 ・運 営
・宇宙開発計画の動学 的研究(1研)
・我が国 におけ るPre-competitiveな研究 の概念 の体系的整理(3G)
・システム的技 術革新 とクロスボーダー ・ネ ッ トワー ク(i研)
・科学技 術連関モデ ルの研究(1研)
・研究開発のダイナ ミ ックス(科 学技術連関モデル ・中間経過報告)(1研)
・日本の宇宙商業化 に関す る一 分析(1研)
・国立試 験研究機 関 と基礎研究:国 研 におけ る基礎研 究の振興 をめざ して(1G)
・技術革 新 における共 同研究 の役割:超 電導の事例(1研)
・科学技 術連関モデル の開発 一数量評価 と政策への合意一(1研)
・研究主 体 を媒 介 とした技術融合度評価の試み(1研)
・技術蓄積 のプロセ ス と環境(1研)
・我が国の大学 にお ける基礎研究(1G)
・技術 における相互依 存 とR&D政 策(概 要)(2研)



















5.民 間の研究 開発活 動
・共同研 究 における参 加企業 に関す る調査研究概要(3G)
・我が国 における外 資系企業 の研究 開発活動 に関する研究(2研)
・企業(製 造業)が 「造る集 団」 か ら 「考 える集団」 に(3G)
・変化す る構造 と意義:日 英 にお ける企業の研究開発 と学術研究 の相互関係 について
(1研)
・産業技 術基盤 を改善 するための戦略(1研)











・日本企 業 にみ る戦略 的研究開発マネジメ ン ト(2G)












・地球環境(大 気)問 題 に関す る対応 の動 向につ いて(4G)
・アジアのエネルギー消費構造 の実態把握 と地球環=境に関す る今後 の課題 について
(中間報告)(4G)
・イン ド ・タイ ・中国 にお けるエ ネルギー ・環境調査(4G)
・アジア地域のエネルギ 一ー消費構造 と地球環境影響物質(SOx ,NOx,CO2)
排出量 の動態分析(4G)










・中国の科学技 術 と火燈計画 ・星火計画(2研)
・日本の民間企業 の東 アジア諸国への技 術移転 についての調査研究(3G)
・我が国 と海外諸 国間にお ける研究技術者交流(2G)





9.統 計 調査 ・その他
・科学技術 指標 の体系化 一科学技術活動の総合 的把握 のため に一(2研)
・昭和62年 度 外国技術導入の概要(情)
・昭和63年 度 外国技術導入の概要(情)
・平成元 年度 外国技術導入の概要(中 間報告)(情)
















・科学技 術会議18号 答申にっいて一調査審議 に参加 した立場 か ら一(1G)
・科学技 術政策 にお けるデー タベ ースの利用 について(2研)
・平成3年 度外 国技術導 入の動 向分析(中 間報 告)(情)
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